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単位：千円

（％）

15,665,000 16,047,000 △ 382,000 △ 2.4

国民健康保険事業 3,503,909 3,148,302 355,607 11.3

国民健康保険診療所事業 3,310 3,394 △ 84 △ 2.5

後期高齢者医療事業 745,806 785,772 △ 39,966 △ 5.1

公共下水道事業 898,268 832,554 65,714 7.9

簡易水道事業 183,994 186,814 △ 2,820 △ 1.5

農業集落排水事業 255,336 247,242 8,094 3.3

小　　計 5,590,623 5,204,078 386,545 7.4

21,255,623 21,251,078 4,545 0.0

一　般　会　計

特
別
会
計

合　　計

会　計　別 比較増減

平　成　27　年　度

江　津　市　予　算　総　括　表

平成27年度
当初予算額

平成26年度
当初予算額

増減率
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歳　　入 （単位：千円）

当初予算額 構成比％ 当初予算額 構成比％

1. 市 税 2,562,416 16.4 2,568,668 16.0 △ 6,252 △ 0.2

2. 地 方 譲 与 税 130,789 0.8 137,682 0.9 △ 6,893 △ 5.0

3. 利 子 割 交 付 金 6,528 0.0 7,671 0.0 △ 1,143 △ 14.9

4. 配 当 割 交 付 金 6,851 0.0 3,472 0.0 3,379 97.3

5. 株式等譲渡所得割交付金 2,860 0.0 667 0.0 2,193 328.8

6. 地 方 消 費 税 交 付 金 385,164 2.5 250,448 1.6 134,716 53.8

7. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 14,011 0.1 14,750 0.1 △ 739 △ 5.0

8. 地 方 特 例 交 付 金 7,226 0.0 8,173 0.1 △ 947 △ 11.6

9. 地 方 交 付 税 5,610,000 35.8 5,610,000 35.0 0 0.0

10. 交通安全対策特別交付金 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

11. 分 担 金 及 び 負 担 金 252,792 1.6 261,685 1.6 △ 8,893 △ 3.4

12. 使 用 料 及 び 手 数 料 215,577 1.4 209,393 1.3 6,184 3.0

13. 国 庫 支 出 金 2,213,208 14.1 2,086,863 13.0 126,345 6.1

14. 県 支 出 金 1,008,335 6.4 1,043,190 6.5 △ 34,855 △ 3.3

15. 財 産 収 入 19,696 0.1 48,823 0.3 △ 29,127 △ 59.7

16. 寄 付 金 36,446 0.2 10,251 0.1 26,195 255.5

17. 繰 入 金 829,905 5.3 537,290 3.3 292,615 54.5

18. 繰 越 金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

19. 諸 収 入 431,196 2.8 424,074 2.6 7,122 1.7

20. 市 債 1,919,000 12.3 2,810,900 17.5 △ 891,900 △ 31.7

15,665,000 100.0 16,047,000 100.0 △ 382,000 △ 2.4

歳　　出 （単位：千円）

当初予算額 構成比％ 当初予算額 構成比％

1. 議 会 費 145,587 0.9 155,339 1.0 △ 9,752 △ 6.3

2. 総 務 費 1,721,444 11.0 1,622,470 10.1 98,974 6.1

3. 民 生 費 4,929,728 31.5 4,953,040 30.9 △ 23,312 △ 0.5

4. 衛 生 費 1,210,208 7.7 1,377,889 8.6 △ 167,681 △ 12.2

5. 労 働 費 16,429 0.1 18,694 0.1 △ 2,265 △ 12.1

6. 農 林 水 産 業 費 493,154 3.1 568,558 3.5 △ 75,404 △ 13.3

7. 商 工 費 800,601 5.1 540,964 3.4 259,637 48.0

8. 土 木 費 1,738,557 11.1 1,663,951 10.4 74,606 4.5

9. 消 防 費 619,776 4.0 645,744 4.0 △ 25,968 △ 4.0

10. 教 育 費 854,585 5.5 850,355 5.3 4,230 0.5

11. 災 害 復 旧 費 874,341 5.6 1,481,340 9.2 △ 606,999 △ 41.0

12. 公 債 費 2,250,590 14.4 2,158,656 13.5 91,934 4.3

13. 予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

15,665,000 100.0 16,047,000 100.0 △ 382,000 △ 2.4

歳　入　合　計

歳　出　合　計

平成26年度
増減率％款 比較増減

平成27年度

平成27年度　一般会計予算総括表

款 比較増減 増減率％
平成26年度平成27年度
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★ 定住促進４大プロジェクトの主な事業 ★

主要テーマ 款 主な事業 予算額

1. ひと育てプロジェクト

①子育て環境の整備 民生費 地域子育て支援センター費　　　　　　　　　　　　　　　　　　21,046

ファミリーサポートセンター事業　　　　　　　　　　　　　　　2,041

次世代育成支援推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,261

地域子育て支援拠点事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21,596

赤ちゃん登校日事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,070

乳幼児等医療費助成事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　41,772

教育費 放課後子ども教室推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,447

放課後児童クラブ事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　47,635

②教育力の向上 総務費 私立高等学校振興事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　44,000

高校支援対策補助事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,683

教育費 事務局費【学力調査事業・学習と評価実践研究事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,112

英語指導員招致事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16,654

指導主事配置事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12,018

小学校学力向上支援員配置事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,096

中学校学力向上支援員配置事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,117

未来を拓く江津塾事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,871

教育コミュニティ創造ふるさと学習支援事業　　　　　　　　　　5,580

2. 地域の元気応援プロジェクト

③中山間地域の活性化 総務費 地方バス路線維持対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　22,784

生活交通バス事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,540

有害鳥獣被害対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,639

地産地消支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,550

農林水産振興総合事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,289

農林水産物直売所支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,707

森林整備地域活動支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,440

地域林業循環創造事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,700

④地域ｺﾐｭﾆﾃｨの推進 総務費 地域コミュニティ活性化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　73,902

定住促進総合対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　300

定住促進空き家活用事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,425

地域の活力創出事業 8,849

教育費 公民館活動支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,541

3. 魅力ある産業の創出・育成プロジェクト

⑤雇用の場の確保 総務費 コミュニティビジネス創出支援事業　　　　　　　　　　　　　　4,841

商工費 企業立地推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100,105

商業活性化支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9,168

産業振興支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,853

緊急経済・雇用安定化対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　3,000

地域産業体質強化推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,300

土木費 地域景観形成促進事業【石州瓦利用促進助成事業】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,000

4. 地域の安全・安心プロジェクト

⑥防犯・防災対策 総務費 地域防犯推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19,085

土木費 住宅・建築物安全ストック形成事業　　　　　　　　　　　　　　933

消防費 防災情報伝達システム整備事業　　　　　　　　　　　　　　　　6,119

⑦地域医療の確保 衛生費 地域医療確保対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,546

地域医療支援対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　185,517

農林水産
業費

(単位：千円)
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歳入の内訳
（単位：千円）

構成比％ 当初予算額 構成比％

自主財源 4,358,028 27.8 4,070,184 25.4 287,844 7.1

市税 2,562,416 16.4 2,568,668 16.0 △ 6,252 △ 0.2

分担金及び負担金 252,792 1.6 261,685 1.6 △ 8,893 △ 3.4

使用料及び手数料 215,577 1.4 209,393 1.3 6,184 3.0

財産収入 19,696 0.1 48,823 0.3 △ 29,127 △ 59.7

繰入金 829,905 5.3 537,290 3.3 292,615 54.5

諸収入 431,196 2.8 424,074 2.6 7,122 1.7

その他（繰越金・寄付金） 46,446 0.3 20,251 0.1 26,195 129.4

依存財源 11,306,972 72.2 11,976,816 74.6 △ 669,844 △ 5.6

地方譲与税 130,789 0.8 137,682 0.9 △ 6,893 △ 5.0

利子割交付金 6,528 0.0 7,671 0.0 △ 1,143 △ 14.9

地方消費税交付金 385,164 2.5 250,448 1.6 134,716 53.8

自動車取得税交付金 14,011 0.1 14,750 0.1 △ 739 △ 5.0

地方特例交付金 7,226 0.0 8,173 0.1 △ 947 △ 11.6

地方交付税 5,610,000 35.8 5,610,000 35.0 0 0.0

交通安全対策特別交付金 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

国庫支出金 2,213,208 14.1 2,086,863 13.0 126,345 6.1

県支出金 1,008,335 6.4 1,043,190 6.5 △ 34,855 △ 3.3

市債 1,919,000 12.3 2,810,900 17.5 △ 891,900 △ 31.7

その他（配当割・株式割） 9,711 0.1 4,139 0.0 5,572 134.6

15,665,000 100.0 16,047,000 100.0 △ 382,000 △ 2.4

グラフ単位：千円・％

増減率％
当初予算額

内
訳

内
訳

合　計

区　分
平成27年度 平成26年度

比較増減

市 税
2,562,416
16.4%

分担金・負担金
252,792
1.6%

使用料・手数料
215,577
1.4%

財産収入
19,696
0.1%

繰入金

829,905
5.3%

その他
477,642
3.0%

地方譲与税・交付金
546,718
3.5%

地方交付税
5,610,000
35.8%

国庫支出金
2,213,208
14.1%

県支出金
1,008,335

6.4%

市 債
1,919,000
12.3%

その他
9,711
0.1%

自主財源
4,358,028
27.8%

依存財源
11,306,972

72.2%

歳 入
15,665,000

 4



性質別経費の内訳
（単位：千円）

構成比％ 当初予算額 構成比％

義務的経費 7,310,421 46.7 7,165,441 44.7 144,980 2.0

人件費 2,321,592 14.8 2,319,047 14.5 2,545 0.1

公債費 2,250,590 14.4 2,158,656 13.5 91,934 4.3

扶助費 2,738,239 17.5 2,687,738 16.7 50,501 1.9

普通建設事業 1,206,696 7.7 1,477,235 9.2 △ 270,539 △ 18.3

補助事業等 933,109 6.0 1,051,509 6.6 △ 118,400 △ 11.3

単独事業 273,587 1.7 425,726 2.7 △ 152,139 △ 35.7

災害復旧費 874,020 5.5 1,481,340 9.2 △ 607,320 △ 41.0

補助事業 674,720 4.3 917,000 5.7 △ 242,280 △ 26.4

単独事業 199,300 1.3 564,340 3.5 △ 365,040 △ 64.7

補助費等 1,800,645 11.5 1,801,163 11.2 △ 518 0.0

貸付金 434,295 2.8 314,279 2.0 120,016 38.2

4,038,923 25.8 3,807,542 23.7 231,381 6.1

合　計 15,665,000 100.0 16,047,000 100.0 △ 382,000 △ 2.4

グラフ単位：千円・％

平成27年度 平成26年度
比較増減 増減率％

当初予算額

内
訳

内
訳

内
訳

その他（物件費・繰出金ほか）

区　分

人件費

2,321,592
14.8%

公債費

2,250,590
14.4%

扶助費

2,738,239
17.5%

普通建設事業

1,206,696
7.7%

災害復旧費

874,020
5.5%

補助費等

1,800,645
11.5%

貸付金

434,295
2.8%

その他

4,038,923
25.8%

義務的経費

7,310,421
46.7%

投資的経費

2,080,716
13.3%

その他経費

6,273,863
40.1% 歳 出

15,665,000
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市債残高等の推移

（単位：千円）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

2,153,120 1,923,868 1,895,773 2,012,382

1,529,792 2,162,130 3,440,796 1,919,000

21,039,028 21,277,290 22,822,313 22,728,931

区　分

年 度 末 市 債 残 高 (H26、27は見込）

元金償還額

市債発行額

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

億円

元金償還額 市債発行額 年度末 市債残高
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引き上げ分の地方消費税交付金額

（単位：千円）

国県補助金 市債 その他
地方消費税
（引上分）

その他

社会参加促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,455 802 7,653
自立支援医療費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,979 5,857 2,122
身体障害者補装具給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,551 4,115 1,436
身体障がい者福祉費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　142 142
福祉医療費助成事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　90,169 35,026 19,898 15,000 20,245
福祉医療自己負担軽減事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　311 311
特別障害者手当等給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22,067 16,380 5,687
障害児福祉手当給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,867 1,400 467
福祉手当給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 340 254 86
高齢者施設入所事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　180,816 47,421 12,000 121,395
在宅支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,412 5,000 1,412
老人福祉施設等整備事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23,771 23,771
外国人高齢者等福祉手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　120 120
高齢者対策施設管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　951 10 941
高齢者生活福祉センター事業　　　　　　　　　　　　　　　　　16,266 3,229 13,037
地域生活支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50,746 28,806 9 2,000 19,931
訓練等給付事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　249,246 186,929 15,000 47,317
介護給付事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　519,869 389,893 10,000 119,976
小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業　　　　　　　　　　　10 5 5
障がい福祉サービス事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32,987 24,738 1,000 7,249
療養介護医療費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,641 10,230 500 2,911
生活困窮者自立相談支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　9,313 6,984 1,000 1,329
生活困窮者住居確保給付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　484 363 121
私立保育所等特別保育事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　54,890 26,281 7,000 21,609
私立保育所運営費補助事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　12,022 3,000 9,022
地域子育て支援センター費　　　　　　　　　　　　　　　　　　21,046 14,032 3,000 4,014
養護学校等放課後対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　900 900
ファミリーサポートセンター事業　　　　　　　　　　　　　　　2,041 1,332 709
地域子育て支援拠点事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21,596 7,138 3,000 11,458
赤ちゃん登校日事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,070 1,150 1,900 20
児童支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,141 3,855 597 689
非常用食料等備蓄推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　68 34 34
保育施設等利用者支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,639 1,758 300 581
実費徴収に係る補足給付事業（私立）　　　　　　　　　　　　　90 60 30
私立保育所措置費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　459,935 239,464 102,153 118,318
公立保育所措置費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　913 456 457
児童扶養手当扶助費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　97,138 32,379 64,759
児童手当扶助費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　331,800 281,890 49,910
保育所費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　89,965 3,325 2,708 10,000 73,932
統合保育所運営委託事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　183,876 10,000 173,876
児童館運営事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,478 48 1,781 6,649
母子福祉費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,151 3,402 9 3,740
母子生活支援施設措置事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,549 2,638 911
乳幼児等医療費助成事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　41,772 15,165 9,972 6,000 10,635
児童等入院助成事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　293 100 193
被保護者就労支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,181 1,627 8 546
生活保護費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　249,700 187,275 62,425
中国残留邦人等生活支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　2,764 2,073 691
国民健康保険事業特別会計繰出金　　　　　　　　　　　　　　　236,914 83,094 10,000 143,820
浜田地区広域行政組合負担金（介護保険）　　　　　　　　　　　　　　　　　558,988 5,643 10,000 543,345
介護保険事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38,148 19,836 18,312
後期高齢者医療事業特別会計繰出金　　　　　　　　　　　　　　502,909 71,568 10,000 421,341
高齢者健康診査事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27,016 26,040 976
地域医療確保対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,546 3,000 3,546
精神障がい者医療援助費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,970 1,970
地域医療支援対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　185,517 666 113,900 14,540 15,000 41,411
がん検診事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18,610 1,663 1,228 5,000 10,719
予防接種事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　72,498 72,498
感染症対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,275 1,000 2,275
母子保健事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,522 700 1,822
母子健康診査等事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23,764 5,000 18,764

こんにちは赤ちゃん事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　251 166 85
未熟児養育医療給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,801 1,098 336 100 267
養育支援訪問事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　135 106 29

計 4,525,395 1,700,712 120,800 250,334 158,597 2,294,952

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

事業名

平成27年度　引き上げ分に係る地方消費税交付金の使途

※地方消費税交付金当初予算額385,164千円の7/17を増税分とする。

財源内訳

　　　158,597千円

予算額 特定財源 一般財源

 7



款 総　務　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

1 継 19,085

○財源内訳

国庫支出金 9,900
県支出金

市債

その他 160
一般財源 9,025

2 新 32,930

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 32,930

3 継 5,811

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債 5,200
その他

一般財源 611

旧有福村有財産
管理費

　旧有福村有財産共同管理に係る負担金。
　平成27年度新規事業として、御前湯トイレ設置工事を計画し
ている。

　○御前湯トイレ設置工事負担金（江津市分）
　　　12,386千円×42％＝5,203千円
　○共管組合入湯税（家族湯分）
　　　400千円×50％＝200千円
　○減免者入湯料負担金
　　　34人×1千円×12月＝408千円

管財課

事業の概要

財産管理費
(公会計管理台
帳等整備業務)

　財務情報の透明化を進め、企業会計原則を前提とした地方公
会計の整備を促進するため、平成27年度から平成29年度までの
3年間で全ての地方公共団体において統一的な基準による財務
書類の作成が求められている。
　これに対応するため、市の固定資産を正確に把握し、台帳を
作成すると共に、適正管理のためのシステム構築を図る。

　○固定資産台帳整備業務委託費及びシステム導入費
　　　公会計管理台帳整備業務費　　　　21,590千円
　　　公会計管理台帳システム構築費　　11,340千円

財政課

地域防犯推進事
業

　防犯自治会へ補助金を交付することにより、地域防犯活動の
活性化を図るとともに、防犯灯設置費補助金の交付及び防犯灯
ＬＥＤ化により、地域の防犯灯設置及び維持管理経費の負担を
軽減し、地域の防犯推進を支援する。
　また、学童防犯野球大会を開催し、スポーツを通して犯罪を
起こさない健全な青少年の育成を図る。
　
　○主な事業
　　　防犯自治会補助金　　　　　1,083千円
　　　防犯灯設置費補助金　　　　1,500千円（ 50灯分）
　　　防犯灯ＬＥＤ化事業　　　 16,250千円（650灯分）
　　　選抜学童防犯野球大会　　　  160千円

総務課
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款 総　務　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

4 継 790

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 790

5 新 19,171

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 19,171

事業の概要

企画費
（公共施設総合
管理計画策定
費）

　厳しい財政状況が続く中、超高齢化社会や人口減少の進行に
より公共施設の利用需要が変化していることや、建築後30年以
上経過した施設が一斉に更新の時期を迎えることが予測される
ことから、長期的視点をもって更新、統廃合、長寿命化などを
計画的に行っていく必要がある。
　総務省の要請により、平成28年度を目途に本計画を策定す
る。

　○事業内容
　　・計画策定委託料　　　　　　 12,636千円
　　・公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ構築費　 5,292千円
　　・検討委員会報酬旅費外　　　　1,243千円

政策企画
課

市庁舎改修調査
事業

　市庁舎の耐久、耐震性能に関する調査検討を行うため、予備
調査、本調査を段階的に行う。
　これらの調査に並行して、学識者等による検討委員会を設置
し、調査方法への提言や調査結果に対する客観的考察を求める
と共に、現庁舎の在り方についての方向性を定める。

　○事業内容
　　　市庁舎改修整備検討委員謝金・旅費　435千円
　　　調査設計協議旅費　　　　　　　　　355千円

都市計画
課
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款 総　務　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

6 継 73,902

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債 29,500
その他 20,235
一般財源 24,167

7 継 4,841

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債 4,700
その他

一般財源 141

事業の概要

地域コミュニ
ティ活性化事業

●地域コミュニティ交流センター運営事業
　　地域コミュニティ組織の拠点施設として活用される地域
　コミュニティ交流センターの管理及び運営を行う。
　
　○センター設置地域
　　　黒松、都治、浅利、松平、嘉久志、跡市、
　　　敬川、有福温泉、波積、二宮、長谷、川越
　○施設管理者（非常勤嘱託員）
　　　センター長（各地域１名）
　　　地域マネージャー（各地域１名）
　○事業費　47,957千円

●地域コミュニティ活動促進事業
　　地域コミュニティにおける組織づくり及び組織化後の各種
　活動に対する自治機能再生ブレーン（アドバイザー）及び
　地域支援員の派遣や地域活動の実践者及び市職員を対象
　とする研修会等の開催、その他地域コミュニティの推進に
　必要な各種サポート活動を行う。

　○地域支援員（２名）報酬等　　 4,532千円
　○自治機能再生ブレーン謝金　　 　772千円
　○旅費、消耗品費等　　　　　　　 464千円

●地域コミュニティ活性化事業交付金
　　地域コミュニティの推進のため、地域コミュニティ組織の
　設立準備に向けた活動に対する経費を助成する「地域コミュ
　ニティづくり事業交付金」、地域コミュニティ組織が実施す
　る事業及び組織運営に必要な経費を助成する「地域コミュニ
　ティ実践事業交付金」の２種類の交付金を交付する。

　○地域コミュニティづくり事業交付金
　　　　　　　　　　　 1,750千円（対象：７地域）
　○地域コミュニティ実践事業交付金
　　　　　　　　　　　18,427千円（対象：１２地域）

政策企画
課

コミュニティビ
ジネス創出支援
事業

　過疎化・高齢化が進む本市において、ソーシャルビジネス等
の起業を促進し、多様な雇用を創出する仕組みづくりを行うた
め、ビジネスプランコンテストを開催する。
　合わせて、ビジネス手法による地域課題の解決をめざし、市
内において起業しようという熱意のある人材に対し、本市で創
業する機会を提供するとともに、プラン実現に向けた創業支援
を行う。
　また、地域づくりのための実践講座を開催し、新たな人材の
発掘・育成を行う。

　○事業内容
　　　業務委託料　4,721千円
　　　旅費　　　　　120千円

政策企画
課
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款 総　務　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

8 新 8,849

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他 2,010
一般財源 6,839

9 継 13,540

○財源内訳

国庫支出金 234
県支出金

市債

その他 760
一般財源 12,546

10 継 76,697

○財源内訳

国庫支出金 42,040
県支出金

市債

その他

一般財源 34,657

事業の概要

番号制に係るシ
ステム改修費
（情報システム
費、浜田地区広
域行政組合負担
金）

　平成27年10月からスタートする番号制度に対応するシステム
改修費。改修作業は平成26年度から始まり、平成29年7月にマ
イナンバーを使用した他団体との情報連携が開始されるまでの
約3年間の事業である。
　マイナンバーを使用できる業務に係るシステム改修費及び他
団体との情報連携のための中間サーバー整備負担金を支出し、
これに対して総務省と厚生労働省から補助金が交付される（上
限有り）。

●情報システム費　　　　　　　67,725千円
　　○内訳　システム改修委託料　　　61,189千円
　　　　　　中間サーバー負担金　 　　6,536千円

●浜田地区広域行政組合負担金　 8,972千円
　　（介護保険分）

総務課

地域の活力創出
事業

　地域コミュニティの生産活動等の活性化のため、外部人材の
活用が必要な地域へ地域おこし協力隊（市嘱託職員）を配置す
る。
　本年度は、配置希望のある地域コミュニティと協力隊員を
マッチングし、市内に合計２名を配置する。
　○事業費
　　　人件費　　　4,546千円
　　　活動費外　　4,303千円

《参考》地域おこし協力隊：総務省の制度。都市地域から過疎
　　　　　　地域等の条件不利地域に住民票を移動し、生活の
　　　　　　拠点を移した者を、地方自治体が「地域おこし協
　　　　　　力隊員」として委嘱する。

政策企画
課

生活交通バス事
業

　地域住民の交通手段を確保することにより、市内の公共交通
不便地域を縮小・解消し、もって公共の福祉に資することを目
的としてコミュニティバスの運行を行う。

　○運行路線
　　　江津市生活路線廃止代替バス（井沢峠～跡市）
　　　江津市生活バス
　　　　桜江町6路線
　　　　川戸線（川戸駅～済生会／スクールバス混乗）、
　　　　松川波積線（ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ型）、川平線（ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ型）、
　　　　有福千田線（ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ型）
　○事業費
　　　運行経費　　　　　　12,797千円
　　　修繕料、消耗品費等　　 743千円

商工観光
課
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款 総　務　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

11 継 20,264

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 14,714
市債

その他

一般財源 5,550

12 継 44,000

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 44,000

事業の概要

私立高等学校振
興事業

　学校法人江の川学園は、少子化が進む中、財務状況の改善を
図るため、支出抑制に取り組む一方、一層の生徒確保に向けた
取り組みを進めてきた。本市としても、同学園が本市に与える
経済効果等を考慮し、平成15年度以降、様々な支援を講じてき
た。
　しかしながら、財務状況については依然として厳しい状況に
あり、同学園の経営健全化計画に基づき、引き続き、私立高等
学校支援特別対策補助金44,000千円を交付する。

総務課

地籍調査事業 　地籍調査事業は、一筆毎の土地について、「所有者・地番・
地目・境界・地積に関する調査、測量」を行う。
　旧桜江町分については、平成9年度に全地区完了しており、
旧江津市分については、平成10年度から着手した。
　平成27年度は、波子４区0.05㎢の調査を継続し、嘉久志３区
0.17㎢、後地６区0.53㎢、和木１区0.13㎢の調査を開始する。

管財課
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款 民　生　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

13 継 32,576

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 32,576

14 継 43,872

○財源内訳

国庫支出金 43,865
県支出金

市債

その他 7
一般財源 0

15 新 8,746

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 2,400
市債

その他

一般財源 6,346

避難行動要支援
者名簿管理シス
テム導入

　災害対策基本法の改正により、自ら要支援を希望する者以外
の要支援者についても、避難行動要支援対象者名簿の作成（推
計3,500名）が義務付けられたため、名簿管理のシステムを導
入する。
　また、対象者に対し、平常時から関係機関への個人情報の提
供の同意を勧奨する。

　○事業費
　　　システム導入費　　　　　　　　　7,992千円
　　　　（内県補助金2,400千円）
　　　情報提供に対する同意勧奨等事務費　754千円

社会福祉
課

事業の概要

社会福祉協議会
助成事業

　社会福祉協議会は、地域福祉の推進を図る目的で設置が義務
付けられている民間の非営利団体で、住民組織、社会福祉事業
関係者、教育関係者、ボランティア関係者などと連携し、地域
福祉の中核を担う活動を行っている。
　その運営費、活動費に対する助成を行う。

　○社会福祉事業補助　　　　　　　　　　　28,852千円
　　　社会福祉協議会職員人件費補助（7人）
　○子供の遊び場（児童遊園地）管理費補助　　　10千円
　　　事故等の賠償責任保険に対する補助
　○ボランティアセンター運営費補助　　　　 3,000千円
　　　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ相談（登録・斡旋）、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ養成・
　　　研修、高齢者声掛け訪問事業、生活支援事業
　　　（有償ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ）、防災ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの育成、防災
　　　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰの機動的な立上げ訓練等への補助
　○総合相談事業補助　　　　　　　　　　　　 714千円
　　　市民の日常生活における困りごと相談事業への
　　　補助（弁護士（年12回）、司法書士（年18回）
　　　相談などを実施）

社会福祉
課

臨時福祉給付金
給付事業

　平成26年4月の消費税率引き上げに際し、低所得者の負担影
響を考慮し、臨時的措置として現金給付を平成26年度に引き続
き行う。
　給付開始時期　　　：平成27年10月（予定）
　対象者及び給付額　：住民税非課税者　1人6千円
　　　　　　　　　　　※課税者に扶養される者を除く。
　
　○給付金給付額　　　 　　36,000千円
　　　（非課税者6,000人）
　○給付金支給事務費　　　　7,872千円
　　　・臨時嘱託職員2人　　　　　　　　1,641千円
　　　・郵券、消耗品、システム改修費等 6,231千円

社会福祉
課
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款 民　生　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

16 新 3,748

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他 3,748
一般財源 0

17 新 9,313

○財源内訳

国庫支出金 6,984
県支出金

市債

その他

一般財源 2,329

18 新 484

○財源内訳

国庫支出金 363
県支出金

市債

その他

一般財源 121

生活困窮者住居
確保給付金

　平成27年4月より施行される「生活困窮者自立支援法」にお
ける必須事業で、離職により住宅を失った、またはそのおそれ
の高い生活困窮者であって、所得が一定水準以下の者に対して
有期で家賃補助を行う。
　※H26年度までの緊急雇用創出事業臨時特例基金（住まい
　　対策拡充等支援事業分）に替わる事業

　○事業費　　住宅確保給付金　　444千円
　　　　　　　　（支給期間：基本３か月を限度）
　　　　　　　事務費　　　　　 　40千円

社会福祉
課

地域支援・包括
的支援事業
（認知症対策事
業）

　65歳以上の高齢者の17％、1,500人以上が認知症と診断され
ている。予防や早期診断、適切な治療など、市民全体や患者本
人、家族に対し状態に応じた各種施策を実施して、住み慣れた
地域で安心して生活が継続できるよう総合的な支援を行う。
（介護保険地域支援事業）

　○認知症地域支援推進員の設置　　　　　2,582千円
　　　推進員１名人件費、研修費等
　○認知症カフェ（オレンジカフェ）の設置　450千円
　　　月２回開催　委託料
　○認知症初期集中支援チームの設置　　　　716千円
　　　医師報償費、専門職チーム委託費等

健康医療
対策課

事業の概要

生活困窮者自立
相談支援事業

　平成27年4月より施行される「生活困窮者自立支援法」にお
ける必須事業で、就労その他の自立に関する問題について、生
活困窮者からの相談に応じ、必要な支援を行う。
（江津市社会福祉協議会への委託事業）。
　・訪問支援も含め生活保護に至る前の段階からの早期支援
　・一人ひとりの状況に応じた自立支援計画の作成　など

　○事業費　　自立相談支援業務委託料　9,215千円
　　　　　　　事務費　　　　　　　　　　 98千円

社会福祉
課
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款 民　生　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

19 継 2,041

○財源内訳

国庫支出金 666
県支出金 666
市債

その他

一般財源 709

20 継 21,596

○財源内訳

国庫支出金 3,569
県支出金 3,569
市債

その他

一般財源 14,458

21 継 3,070

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 1,150
市債 1,900
その他

一般財源 20

22 継 15,350

○財源内訳

国庫支出金 15,342
県支出金

市債

その他 8
一般財源 0

赤ちゃん登校日
事業

　小学生が、赤ちゃん及びその保護者とのペアになり、継続し
てふれあう体験事業。市内の小学校２校で実施。
（NPO法人への委託事業）

　○事業内容
　　・赤ちゃんとの接し方、人と接するマナー等の事前学習
　　・赤ちゃんとその保護者とのふれあい授業を３回実施。
　　　命の大切さ、コミュニケーション能力、思いやりの
　　　心、親心等を育む。
　　・かつて事業を体験した中学生との連携
　　　（江津東小学校⇔江東中学校）

子育て支
援課

ファミリーサ
ポートセンター
事業

　予め登録した会員において、利用したいときに「まかせて会
員」「どっちも会員」の自宅で一時的な子どもの世話を有料で
行う、会員同士の助け合いのシステム。
（NPO法人への委託事業）

　○主な取組み
　　・資質向上のための研修会、講習会、交流会等開催。
　　・会員募集活動

子育て支
援課

事業の概要

子育て世帯臨時
特例給付金事業

　消費税率引き上げの影響を踏まえ、特に配慮が必要と考えら
れる子育て世帯に対して臨時特例的な給付措置を行う。
　対象児童一人当たり3,000円を支給する。

　○事業費
　　　子育て世帯臨時特例給付金　　9,000千円
　　　事務補助員賃金等　　　　　　1,871千円
　　　事務費等　　　　　　　　　　4,479千円

子育て支
援課

地域子育て支援
拠点事業

　地域において子育て親子の交流等を促進する「子育て支援拠
点」を設置することにより、地域の子育て機能の充実を図り、
子育て不安感等を緩和し、子どもの健やかな成長を促進する。
（NPO法人への委託事業）

子育て支
援課
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款 民　生　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

23 継 358

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 358
市債

その他

一般財源 0

24 新 2,639

○財源内訳

国庫支出金 879
県支出金 879
市債

その他

一般財源 881

事業の概要

地域少子化対策
強化事業

　少子化対策の強化を図るため、結婚・妊娠・出産・育児の一
貫した「切れ目ない支援」を行うことを目的に、国が地域の実
情に応じた先駆的な取り組みを行う自治体を支援するもの。
　市内の高校生を対象に、恋愛、結婚、妊娠、出産、子育てと
いった幅広い内容で講義を実施する。

　○事業費
　　　講師謝金・旅費　　253千円
　　　事務費　　　　　　105千円

子育て支
援課

保育施設等利用
者支援事業

　子ども・子育て支援新制度による新しい事業。子育て家庭の
個別ニーズを把握し、子どもやその保護者、妊娠している方が
多様な教育・保育施設、子育て支援事業等を円滑に利用出来る
よう情報提供を行う。
　また、必要に応じて相談・助言の実施や関係機関との連絡調
整等を行う。
（NPO法人への委託事業）

子育て支
援課
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款 衛　生　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

25 継 6,546

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 6,546

26 継 185,517

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 666
市債 113,900
その他 14,540
一般財源 56,411

事業の概要

地域医療確保対
策事業

　医療従事者の確保は喫緊の課題であり、看護学生修学資金貸
付制度などによる看護師等の確保、並びに関係大学医学部との
連携強化に努めるなど常勤医師等の確保を図る。
　また、地域医療を守り育てるための啓発活動に取り組む。

　○事業内容
　　　看護学生修学資金積立金　10人　　　　2,040千円
　　　大学医学部等との連携強化事業        4,012千円
　　　地域医療を守り育てる啓発事業等        494千円

健康医療
対策課

地域医療支援対
策事業

　済生会江津総合病院等が行う医師・看護師等の確保対策及び
離職防止対策として行う各種事業に対し補助金を交付する。
　また、経営改善に取り組む済生会江津総合病院に対し財政支
援を行うことで地域医療体制の維持・確保を図る。

●地域医療施設整備事業補助金　　　 【 30,000千円】
　　 医療機器整備

●公的病院支援事業　　　　　　　　 【 52,429千円】
　(1)救急告示病院　    5床　　　　　　　41,385千円
　(2)周産期医療病床　  1床　　　　　　　 3,098千円
　(3)小児医療病床      5床　　　　　　　 5,935千円
　(4)医療情報ネットワーク支援 　　　　　 2,011千円

●産科医等確保対策支援事業補助金　 【  1,333千円】
　　 分娩件数 200件

●地域医療拠点病院支援事業　　　　 【101,755千円】
　(1)医師・看護師等確保対策事業　　     65,708千円
　　・常勤医師の海外研修費 　          　　　 (600千円)
　　・代替派遣医師の海外研修費等          　　(560千円)
　　・指導医・認定医・専門医の資格取得費　　(1,050千円)
　　・講演会・学術発表会等への支援　 　 　　(6,100千円)
　　・看護師等のキャリアアップ支援     　　(11,000千円)
　　・派遣看護師の配置                  　　(3,036千円)
　　・看護助手の増員配置               　　(17,100千円)
　　・病棟クラークの配置                　　(5,976千円)
    ・事業所内保育施設の運営　　　　　　　 (14,425千円)
　　・医療クラークの配置　　　　　　　  　　(5,861千円)
　(2)ふるさとドクター推進事業          　6,250千円
　(3)産科医確保対策事業                　4,000千円
　(4)看護学生修学資金貸付事業          　3,264千円
　(5)非常勤勤務医支援事業              　5,000千円
　(6)周産期医療確保対策事業            　9,600千円
　(7)救急勤務医支援事業                　7,933千円

健康医療
対策課
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款 衛　生　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

27 新 9,213

○財源内訳

国庫支出金 3,070
県支出金

市債 6,100
その他

一般財源 43

28 継 90,655

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 90,655

事業の概要

不燃物処理場費
（最終処分場増
設事業）

　現在、島の星クリーンセンター最終処分場は平成31年度まで
延命化が図られているが、それ以降の廃棄物処理方法について
調査・検討を行った結果、現施設の増設が最も経済的であると
いう結果が出た。
　この増設計画について、国の「循環型社会形成推進交付金」
を活用し、本年度は実施設計業務を行う。

　○事業費
　　　実施設計等業務委託料　　9,213千円

市民生活
課

水道事業会計補
助金

　水道事業会計の運営費補助
●基準内繰出
○統合前簡易水道建設改良費（企業債の元利償還金の1/2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 864千円
○簡易水道建設改良費（企業債の元利償還金の1/2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  26,462千円
○簡易水道高料金対策分（前々年度の資本費が173円/㎥を
　超える額×有収水量）の1/2　　　　　　　　  6,386千円
○児童手当等に関する経費　　　　　　　　　　　 660千円
●基準外繰出
○経営安定化対策
　・県施設（石見海浜公園・工業団地）の未使用水量に
　　対するもの　　　　　　　　　　　　　　　 3,102千円
　・水道庁舎の減価償却費（2/3）　　　　　　　1,310千円
○水道施設整備補助
　・しまね市町村総合交付金（5年分割）　　　　1,266千円
　・水道拡張に係る人件費相当額　　　　　　　17,160千円
　　（有福、松平、未普及　10年分割）
○未普及地域解消事業繰入金
　・上水区域　企業債支払利息全額繰入　　　　 2,441千円
　　　　　　　減価償却費相当額繰入　　　　　 9,876千円
　・簡水区域　企業債支払利息（上乗せ分）　　 3,163千円
　　　　　　　辺地債元利償還金元金80％相当
　　　　　　　＋利息全額繰入　　　　　　　　 5,831千円
　　　　　　　減価償却費相当額繰入　　　　　 8,934千円
○「江津市水道事業変更認可申請書」作成のための水
　需要予想調査　　　　　　　　　　　　　　　 3,200千円

水道課
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款 農林水産業費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

29 継 26,075

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 19,169
市債

その他 96
一般財源 6,810

30 継 6,707

○財源内訳

国庫支出金 1,086
県支出金

市債 1,000
その他 1
一般財源 4,620

事業の概要

多面的機能支払
事業

　農業の多面的機能の維持・発揮のための地域活動に対して支
援する。

　○事業費の内訳
　　農地維持支払交付金　　　　　　　17組織　11,336千円
　　　農地の草刈り、水路の泥上げ、農道の路面維持
　　　等の基礎的保全活動
　　　(田)3,000円/10a、(畑)2,000円/10a
　　資源向上支払（共同活動）　　　　17組織　 6,597千円
　　　水路、農道、ため池の軽微な補修、景観形成等
　　　の共同活動
　　　(田)2,400円/10a、(畑)1,440円/10a
　　資源向上支払（長寿命化活動）　 　6組織　 7,294千円
　　　農業用施設の長寿命化のための活動
　　　(田)4,400円/10a、(畑)2,000円/10a
　　事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　　 848千円

農林水産
課

農林水産物直売
所支援事業

　道の駅の管理運営及び販売拡大により、直売所を有効活用
した農業振興と地域活性化を図る。

　○事業費の内訳
　　　指定管理料　　　　　　　　　　　　　3,500千円
　  　　・衛生費（ゴミ処理・トイレ清掃等）
　　　　・通信費（電話・ファックス・CATV等）
　　　　・保安管理費（警備保障・消防点検等）
　　　　・光熱水費の一部
　　　維持管理費　　　　　　　　　　　　　1,949千円
　　　　・浄化槽管理委託料
　　　　・POSシステム（生産者管理部分）委託料
　　　　・植栽、法面管理
　　　　・火災保険料、連絡会負担金　外
　　　販売促進費　　　　　　　　　　　　　1,153千円
　　　　・広報費
　　　　・イベント開催経費
　　　　・生産者研修費
　　　地産地消啓発活動費　　　　　　　　　　105千円
　　　　・学校給食関連経費

農林水産
課
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款 農林水産業費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

31 新 1,700

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 850
市債 800
その他

一般財源 50

地域林業循環創
造事業

　県単みーもの森づくり事業を活用し、整備不良により荒廃し
ている森林を間伐し、バイオマス発電燃料として木材を出荷す
る市民を対象に、チェーンソーを使った伐木研修やロープウィ
ンチを使った集材研修を実施する。（補助率1/2）

　○事業費の内訳
　　　謝礼金（講師謝礼金、交通費）　　488千円
　　　消耗品費　　　　　　　　　　　　109千円
　　　傷害保険料（イベント保険）　　 　23千円
　　　器材借上料（研修器材借上）　   　20千円
　　　備品購入費（研修機材購入）　　1,060千円

農林水産
課

事業の概要
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款 商　工　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

32 継 98,361

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債 14,300
その他 12,217
一般財源 71,844

33 新 4,000

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 4,000

34 継 400,000

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債 400,000
その他

一般財源 0

駅前ホテル整備
支援事業

　江津駅前再生整備において民間事業の核として位置付けられ
る駅前ホテル整備を実施する株式会社江津未来開発に対して、
市が建設資金等を貸し付けることにより、建設資金の確保と利
息負担の軽減を図り、事業の円滑な実施を支援する。

　○事業費　貸付金　　400,000千円
　　※財源　島根県市町村振興資金　200,000千円
　　　　　　ふるさと融資　　　　　200,000千円

商工観光
課

事業の概要

企業立地推進事
業（企業立地強
化促進事業）

　産業の振興、雇用の場の確保のための補助金交付事業。

●土地取得補助金　　　　　　　　　　　 　79,200千円
　　新たに江津工業団地に立地した企業に対し、
　　土地取得に係る金額の20％を補助
●家賃等補助金　　　　　　　　　　　　 　10,657千円
　　製造業：家賃等の賃借料の1/2を年間1千万円
　　　　　　を限度に5年間補助
　　ソフト産業：家賃等の賃借料の1/3を5年間
　　　　　　　　補助
●専用回線通信費補助金　　　　　　　　　　1,496千円
　　製造業が使用する専用回線に対し、60万円を
　　限度に通信費の1/2を5年間補助
●工業用水（原水）補助金　　　　　　　　　7,008千円
　　工業用水の原水に対し4円/tの補助

商工観光
課

中心市街地活性
化支援事業

　平成27年3月に国の認定を受ける予定の江津市中心市街地活
性化基本計画の円滑な遂行に向け、推進団体である中心市街地
活性化協議会の運営及び基本計画に基づく民間事業者の事業化
を支援する。

　○事業費の内訳
　　　中心市街地活性化協議会負担金　　　　　　 500千円
　　　中心市街地活性化推進事業補助金　　　　 3,500千円
　　　　(補助金の内訳)
　　　　　専門人材（ﾀｳﾝﾏﾈｰｼﾞｬｰ）確保補助 2,500千円
　　　　　　※総事業費7,800千円
　　　　　　　　（国5,000、市2,500、商工会議所300)
　　　　　調査事業補助　　　　　　　　　 1,000千円
　　　　　　　民間事業者が事業化に向けて行うニーズ
　　　　　　　調査等に要する経費のうち自己負担額を
　　　　　　　1／2以内で補助する。

商工観光
課
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款 商　工　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

35 継 2,904

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債 600
その他

一般財源 2,304

36 継 99,989

○財源内訳

国庫支出金 59,993
県支出金

市債 39,900
その他

一般財源 96

事業の概要

有福温泉総合観
光開発事業

　交流・宿泊人口の増加を目的として、火災跡地について、地
元要望を踏まえながら、駐車場やポケットパークなどの整備を
行う。

　・有福温泉回廊整備事業　　99,989千円

商工観光
課

新ぐるっと人麻
呂ごうつ物語推
進事業

　江津市には、柿本人麻呂の歌碑、石見相聞歌で有名な依羅娘
子の出生伝説や数多くの歌の舞台を残しており、市民に広く愛
されている観光資源がある。
　その観光資源である「人麻呂と依羅娘子」をキーワードにし
て、地域資源を活用した観光振興を促進し、交流人口の増加を
図る。

　○主な支出内容
　　　各種団体補助金　　　　　600千円
　　　観光パンフ印刷　　　　　864千円
　　　広告費　　　　　　　　　324千円
　　　高角山公園便所ほか修繕　732千円

商工観光
課
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款 土　木　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

37 継 54,700

○財源内訳

国庫支出金 31,800
県支出金

市債 15,700
その他

一般財源 7,200

38 継 22,000

○財源内訳

国庫支出金 12,600
県支出金

市債 9,400
その他

一般財源 0

事業の概要

橋梁長寿命化事
業

●橋梁定期点検事業　　　　　18,000千円
　平成26年の道路法改正により、全ての市道橋を5年に1度点検
することが義務付けられた。江津市では下記のとおり点検計画
を定めており、平成27年度は跨道橋を中心に53橋の点検を実施
する。
　　　　　　　橋梁数　　　概算費用
　平成26年度　   2橋　　　　 800千円
　平成27年度 　 53橋　　　18,000千円
　平成28年度　  91橋　　　27,300千円
　平成29年度 　 83橋　　　24,900千円
　平成30年度  　88橋　　　26,400千円
　合計　　　　 317橋　　　97,400千円

●広谷橋橋梁長寿命化事業　　36,700千円
　広谷橋は昭和48年に架設された鋼橋で、平成25年度の橋梁点
検により主桁、縦桁に著しい腐食が認められ、直ちに補修が必
要な橋と診断された。
　市道の安全確保のため、補修方法について詳細な調査設計を
行い、損傷部の補修及び損傷原因の除去を実施する。
　併せて鋼桁の塗装塗替を実施することで、橋梁の長寿命化を
図る。
　橋長＝４０．０ｍ　幅員＝４．０ｍ　　鋼橋

土木建設
課

通学路整備事業 　全国で登下校中の児童生徒の安全確保が重要視されるように
なり、本市では平成24年度に通学路総点検を実施し、要対策箇
所について順次安全対策を実施している。さらに、平成26年度
には「江津市通学路安全推進会議」を設置し、「江津市通学路
交通安全プログラム」を策定している。
　平成27年度は下水道工事が予定されている市道高角小学校線
について歩道の改良工事を実施する。また、28年度以降に側溝
改修工事を実施するための測量設計を行う。

　○事業費
　　道路改良工事費　　　　　　　　　　　10,000千円
　　　市道高角小学校線(高角小)　L=197ｍ
　　測量設計業務委託料　　　　　　　　　10,000千円
　　　市道都野津敬川中央線(津宮小)
　　　市道水尻川西１～７号線側溝改修(津宮小)
　　移転補償費・事務費等　　　　 　　　　2,000千円

土木建設
課
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款 土　木　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

39 継 20,700

○財源内訳

国庫支出金 12,000
県支出金

市債 8,700
その他

一般財源 0

40 新 31,000

○財源内訳

国庫支出金 18,000
県支出金

市債 13,000
その他

一般財源 0

41 継 11,500

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債 10,900
その他

一般財源 600

事業の概要

土地利用一体型
水防災事業
（川平地区）

　平成24年度より、JR三江線川平駅より上流区域を「川平地区
水防災事業」として、国土交通省が事業主体となり、県道三次
江津線を中心として上流ブロック・下流ブロックの2ブロック
での工区割りで計画し、国土交通省・江津市での用地取得及び
家屋の補償等を行う。

　○事業内容
　　平成27年度：上流ブロック
　　工事請負費　　　　7,620千円 （上水道給水工事等）
　　測量設計委託料　　3,800千円 （確定測量等委託料）
　　事務費　　　　　　 　80千円 （消耗品費等）

土木建設
課

市道志谷線道路
改良事業

　桜江町川戸志谷集落は江の川と八戸川の合流部に近い、八戸
川左岸沿いに位置しており、河川の増水によりたびたび冠水し
ていた。平成３年に国土交通省の治水事業により、宅地の嵩上
げが行われ、それ以降は宅地が冠水することはなくなったが、
集落へ通じる道路は嵩上げされておらず、増水時には集落が孤
立する状況が毎年発生している。
　このような状況を改善するため、本路線を改良し集落の孤立
を解消する。
　平成27年度は用地買収を完了し、島根県が桜江町内で実施し
ている(主)桜江金城線道路改良工事(長谷側トンネル)の残土を
利用して盛土工事を主体に実施する。

　○事業費
　　道路改良工事費　　　　　　　　15,000千円
　　　L=300m　W=5.0m　H=2.0m
　　用地取得費　　　　　　　　　　 2,000千円
　　補償費・事務費等　　　　　　　 3,700千円

土木建設
課

市道敬川試験場
線道路改良事業

　従前から豪雨により敬川町の敬川試験場線、県営住宅周辺の
宅地においては浸水被害が発生しており、平成25年7月と8月豪
雨時にも、住宅の浸水及び隣接する低地へ雨水が流入する等の
被害を及ぼした。
　浸水被害解消のため、周辺の排水状況を調査し、新たな道路
側溝を設置する。

　○事業費
　　道路改良工事費　　　　　　　　20,000千円
　　　L=250m　W=6.4m
　　　側溝断面600×800～600×1200
　　測量設計委託料　　　　　　　　 3,000千円
　　補償費・事務費等　　　　　 　　8,000千円

土木建設
課
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款 土　木　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

42 継 8,068

○財源内訳

国庫支出金 3,500
県支出金 350
市債

その他 200
一般財源 4,018

43 継 30,608

○財源内訳

国庫支出金 15,304
県支出金

市債 15,300
その他

一般財源 4

事業の概要

公園施設長寿命
化事業

　江津市都市公園施設長寿命化計画において改築・更新とされ
ている施設のうち、緊急対応度や利用頻度が高い施設について
優先的に改築・更新を進め、公園利用者の安全を守り、いつで
も安心して利用できる公園づくりを目指す。
　また、江津市都市公園施設長寿命化計画の内容が、計画策定
の調査から数年が経過したところで施設の現状と乖離している
ものが多くでてきているため、国費補助の対象要件である「改
築・更新」を念頭に置き、計画内容をより実効性のあるものへ
と見直す。
　
　○事業内容（社会資本整備総合交付金　補助率1/2）
　　中央公園施設整備工事費　　　　　　　　　　23,274千円
　　　市民庭球場人工芝張替工事（7・8番コート）
　　都市公園施設長寿命化計画見直し業務委託料　 7,334千円

都市計画
課

地域景観形成促
進事業

●石州瓦利用促進助成事業　　　　　　　　　　　7,000千円
　本市を中心とする石見地方の特色ある景観となっている
石州赤瓦の家並み景観の保全と創出、そして建築関連産業
の活性化を目的に屋根工事費の一部を補助。
（社会資本整備総合交付金事業）
　○過去３ヵ年の実績）　H24　41件　 5,787千円
　　　　　　　　　　　　H25　56件　 8,000千円
　　　　　　　　　　　　H26　51件　 8,000千円
　○景観計画に基づく制度の改正
　　・重点地区・重点候補地区
　　　　　　　　　　   　　2,000円／㎡　限度額40万円
　　・協定地区(名称変更・赤瓦景観保全地区)
　　　　　　　　　　　　 　1,500円／㎡　限度額30万円
　　・一般地区（現行）　　 1,000円／㎡　限度額20万円
　　　　　　　（変更）　→   750円／㎡　限度額15万円
●赤瓦住宅、街なみ絵画コンクール実施業務　　　　200千円
　小中学生による絵画コンクールを通して、赤瓦景観に対
する愛着と関心を高めることを目的とする。
●石州赤瓦調査委託業務　　　　　　　　　　　　　200千円
　25年度に設置した石州赤瓦研究委員会を継続し、赤瓦に
関する情報収集と意見交換を行い、景観形成を図る。
●事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　668千円

都市計画
課
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款 土　木　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

44 継 52,100

○財源内訳

国庫支出金 25,400
県支出金

市債 26,700
その他

一般財源 0

45 継 665,341

○財源内訳

国庫支出金 211,619
県支出金 74,070
市債 375,000
その他

一般財源 4,652

事業の概要

住環境整備事業
（東高浜市街地
整備事業）

　東高浜地区は、狭い地域に老朽木造住宅等が密集している地
区で地震や火災等の災害時に建物の倒壊、延焼等の危険性の高
い地区となっている。
　快適な住環境を整備するため、生活道路、公園等の整備を行
うこととしており、引き続き市道港町東1号線及び2号線の用地
買収・家屋移転補償を行い、市道港町東1号線及び市道御幸通
線の一部を整備する。
（社会資本整備総合交付金事業）

　○事業内容
　　　道路改良工事費 105ｍ　　　　　　　　 12,000千円
　　　　市道港町東1号線・市道御幸通線の一部
　　　用地取得費　　120.44㎡　　　　　　　　2,300千円
　　　家屋移転補償費　　 2戸 　　　　　　　35,500千円
　　　建物調査等委託料   3戸　　 　　　　　 1,200千円
　　　　市道港町東1,2号線
　　　事務費　　　　　　　　　　　　　　　　1,100千円

都市計画
課

中心市街地整備
事業

　江津駅前地区は、再生整備計画の拠点施設である公共公益複
合施設、交流広場及び駐車場、並びに隣接した市道御幸通線及
び水源地通線の拡幅や電線類の地中化など一体的に整備し、活
性化を図ることとしている。
　昨年度着工した公共公益複合施設（交流広場及び駐車場を含
む）の建設、交流広場の木材を使用した屋根の設置及び公共公
益複合施設での各種会議やイベント等に対応するための同施設
駐車場を補完する駐車場の整備を行う。
　また、市道御幸通線及び水源地通線の道路改良工事並びに電
線類を地中化するための電線共同溝工事を行うとともに、江津
駅前地区活性化に向け活動をしている団体に対する活動支援も
引き続き行う。

●公共複合施設整備事業
（社会資本整備総合交付金事業）             419,500千円
　　公共公益複合施設建設工事費　　379,500千円
　　　施設、交流広場、駐車場　一式
　　　（1,265,000千円×30％　継続費）
　　市営駐車場工事費　一式　　　　 40,000千円
（森林･林業再生基盤づくり交付金事業）　　　148,141千円
　　交流広場屋根工事費 　　　　　 144,931千円
　　工事監理委託料　一式　　　　　　3,210千円
　事務費　　　　　　　　　　　　 　　　　　 14,500千円
●駅前市道整備事業
（社会資本整備総合交付金事業）　　　　　　  80,000千円
　　道路改良工事費　　190ｍ　　　　20,000千円
　　電線共同溝工事費　190ｍ　　　　60,000千円
　事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,200千円
●まちづくり活動支援事業
（社会資本整備総合交付金）　　　　　　　　　 1,000千円
　　まちづくり活動支援事業費補助金　1,000千円

都市計画
課
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款 消　防　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

46 継 476,665

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 1,070
市債 20,000
その他

一般財源 455,595

47 新 13,977

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債 13,900
その他

一般財源 77

48 継 6,119

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債 4,300
その他 1,425
一般財源 394

49 新 22,341

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債 21,200
その他
一般財源 1,141

事業の概要

広域消防事業 　江津邑智消防組合負担金。江津市分を負担する。
　　※江津邑智消防組合
　　　　本部、2消防署及び6出張所。職員数123人。
　　　　平成27年度当初予算総額　1,132,853千円
　　　　　消防組合管理運営費
　　　　　消防用車両更新
　　　　　高規格救急車更新
　　　　　通信基盤の整備
　　　　　島根県防災情報ネットワーク整備事業
　　　　　救急高度化の推進

総務課

コミュニティセ
ンター耐震化事
業

　旧桜江総合センター（桜江支所、江津市コミュニティセン
ター、桜江保健センター）の耐震診断に基づく耐震化工事と江
津市副次拠点としての改良工事について、実施設計を行う。

　○事業費　補強改修設計業務委託料　　21,978千円
　　　　　　事務費　　　　　　　　　　　 363千円

社会教育
課

災害対策費
（県防災情報
ネットワーク整
備費負担金）

　島根県が運営する「島根県総合防災システム」は、地上系ア
ナログ無線と衛星通信から成る「島根県防災情報ネットワー
ク」により通信を確保しており、整備・運営・更新等に係る経
費ついては、県内全市町村及び消防本部で按分負担している。
　平成9・10年度に整備された島根県防災情報ネットワークの
うち、市町村、消防本部、県庁及び防災関係機関を結ぶ県防災
行政用無線設備について、老朽化した設備を更新し、無線のデ
ジタル化や衛星通信機器の更新を行う。
　経費については、県内全市町村及び消防本部で按分負担す
る。
　財源については、緊急防災・減災事業債を充当する。

総務課

防災情報伝達シ
ステム整備事業

　本市防災情報伝達手段の要である防災行政用無線（同報系）
施設の整備拡張。屋外拡声子局１基の増設及び戸別受信機150
台の設置を行う。

　○事業費
　　　屋外拡声子局（渡津町嘉戸）1基　　4,871千円
　　　戸別受信機　　　　　　　150台　　1,096千円
　　　事務費　　　　　　　　　　　　　　 152千円

総務課
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款 教　育　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

50 継 16,654

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他 8,958
一般財源 7,696

51 継 12,429

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 12,429

事業の概要

英語指導員招致
事業

　市内小中学校の外国語教育の充実を図るため、外国から指導
助手を招致し、外国語指導を行うことを目的とする。具体的に
は、生の英語に接し、英会話への意欲・ヒアリング能力・英会
話能力を向上させる。
　また、休み時間や給食時間なども子どもと共に過ごし、授業
時間以外の生活時間を通じて、外国への興味・関心が高め、国
際的視野を広げる等の効果を期待する。

　○指導員数　３名
　○訪問学校　４中学校　８小学校
　（３つのエリアに分け訪問）
　○事業費
　　　指導員報酬等　　　　　　　　　 11,725千円
　　　建物・自動車借上料　　　　　　　2,397千円
　　　旅費・消耗品費・協会負担金等　　2,532千円

学校教育
課

小学校教育振興
費
（要保護・準要
保護児童就学援
助費）

　経済的な理由によって就学困難と認められる学齢児童の保護
者に対し、学校教育法第19条に基づき、以下の援助を行う。
・学用品費（上限11,420円）　　・通学用品費（上限2,230円）
・校外活動費（上限3,570円・1,550円）
・新入学用品費（上限20,470円）・修学旅行費（上限21,190円）
・生徒会費（上限4,570円）　　 ・ＰＴＡ会費（上限3,380円）
・学校給食費（上限51,000円）・医療費の一部
　対象予定人数146人。
　※生徒会費及びＰＴＡ会費の援助は、平成26年度に追加

　○生活保護世帯（教育扶助受給世帯）
　　　　　　　　　　　　　　⇒要保護児童就学援助
　○生活保護世帯に準じる程度に困窮していると
　　認められる世帯　　　　　⇒準要保護児童就学援助

　　※生活保護世帯については生活保護の扶助の対象となって
　　　いないもの（修学旅行費及び医療費）のみ援助の対象

学校教育
課
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款 教　育　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

52 継 12,835

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 12,835

53 継 3,871

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債 3,800
その他

一般財源 71

事業の概要

中学校教育振興
費
（要保護・準要
保護生徒就学援
助費）

　経済的な理由によって就学困難と認められる学齢生徒の保護
者に対し、学校教育法第19条に基づき、以下の援助を行う。
・学用品費（上限22,320円）　　・通学用品費（上限2,230円）
・校外活動費（上限6,010円・2,240円）
・新入学用品費（上限23,550円）・修学旅行費（上限57,290円）
・生徒会費（上限5,450円）　　 ・ＰＴＡ会費（上限4,190円）
・学校給食費（上限60,000円）　・医療費の一部
　対象予定人数103人。
　※生徒会費及びＰＴＡ会費の援助は、平成26年度に追加

　○生活保護世帯（教育扶助受給世帯）
　　　　　　　　　　　　　　⇒要保護生徒就学援助
　○生活保護世帯に準じる程度に困窮していると
　　認められる世帯　　　　　⇒準要保護生徒就学援助

　　※生活保護世帯については生活保護の扶助の対象となって
　　　いないもの（修学旅行費及び医療費）のみ援助の対象

学校教育
課

未来を拓く江津
塾事業

　本市が有する地域資源、人と人とのつながりの力などを活用
し、地域総がかりで未来の江津を拓く子どもたちを育む事業。
　近年、「学力低下」「理科離れ」が課題となっている中、江
津の子どもたちに体験型・実験型教材を用いて、科学を通した
人間教育・人材育成を行うと共に、江津の産業と地域社会を支
える若者を育てていくため、地域で生まれた子どもは地域で育
て、地域で生かすという「ふるさと教育」の推進を図る。

　○事業内容
　　サッカーロボット教室　　　　2,843千円
　　ロボカップ大会　　　　  　　　174千円
　　講演会　　　　　　　      　　378千円
　　事務経費　　　　 　　   　　　476千円

社会教育
課
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款 教　育　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

54 継 8,447

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 5,631
市債

その他

一般財源 2,816

55 継 47,635

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 18,014
市債

その他 10,609
一般財源 19,012

事業の概要

放課後子ども教
室推進事業

　地域の子どもを地域全体で育むという基本理念に基づき、地
域の大人たちの力を結集して放課後等を健やかに過ごすことの
できる子どもの居場所を整備する。
　子どもとの触れ合いを通じて、大人の側も子どもへの接し方
を考え直す機会となり、さらに大人同士のつながりも生まれる
ことから、地域の教育力向上と地域の活性化につなげる。
　また、保護者も、できるだけ積極的にこの取り組みに関わっ
ていくことを目指す。

　○開設教室　　１２か所
　　渡津子どもひろば、郷田っこひろば、アフタースクール
　　まつひらっこ、跡市放課後子どもクラブ、二宮集いの家、
　　都野津子ども教室、安心ひろば、桜江小学校子ども教室、
　　角っ子ひろば、江津東すこやか広場、波っ子クラブ、
　　つみやっこ広場
　○事業費　　　謝礼金　　　　7,911千円
　　　　　　　　事務費等　　　　536千円

社会教育
課

放課後児童クラ
ブ事業

　保護者が昼間家庭に居ない小学校低学年の児童に対し、小学
校の余裕教室など適切な遊びや生活の場を与えて児童の健全育
成を図る。

　○開設児童クラブ
　　　津宮放課後児童クラブ 　　［定員60人］
　　　高角放課後児童クラブ 　　［定員30人］
　　　江津東放課後児童クラブ　　[定員30人]
　　　桜江放課後児童クラブ 　　［定員30人］
　　　川波放課後児童クラブ 　　［定員20人］
　　　渡津放課後児童クラブ 　　［定員30人]
　　　郷田放課後児童クラブ 　　［定員30人]
　○事業費
　　　指導員報酬・補助員賃金等　　26,830千円
　　　消耗品・光熱水費・事務費等　 1,964千円
　　　民間児童クラブ委託料　　　　18,841千円

社会教育
課
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款 教　育　費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

56 継 5,580

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債 5,500
その他
一般財源 80

57 継 埋蔵文化財発掘
調査事業

24,500

○財源内訳

国庫支出金 1,150
県支出金 20,300
市債

その他 1,400
一般財源 1,650

教育コミュニ
ティ創造ふるさ
と学習支援事業

●市内小中学校ふるさと学習支援　　　　　4,080千円
　学校・家庭・地域が連携し、地域産業の理解、伝統文化・伝
統芸能の伝承など地域資源等を活かした「ふるさと学習」や放
課後・長期休暇等を活用した学習活動などを行い、将来の江津
市を担う人材の育成につなげる。
　また、子どもの成長に関わる目的を共通する地域の大人のつ
ながりをつくって、地域の活性化につなげる。

●通学合宿　　　　　　　　　　　　　　　1,500千円
　小学校児童を対象に「島根県立少年自然の家」を利用し、仲
間との協力や生活能力の習得、お互いの立場を理解し協力する
心を育むことなどを目的に「通学合宿」を実施する。

社会教育
課

●遺跡発掘調査費
　市内遺跡発掘調査費及び出土遺物の保存処理を行う。
　○事業費　　2,300千円（国：1,150千円　市：1,150千円）

●本町川改修事業（発掘調査）
　島根県が行う本町川の河川改修事業に伴い、近世山陰道の発
掘本調査及び調査報告書の作成を行う。
　○事業費　 12,800千円（県：12,800千円）

●冨金原・小川共同窯跡調査事業
　民間事業者による造成工事に伴い、周知の遺跡における発掘
本調査を行う。
　○事業費　　1,400千円（その他：1,400千円）

●八神上の原遺跡発掘調査事業
　島根県による農地環境整備事業に伴い、松川町・八神上の原
遺跡の発掘本調査を行う。
　○事業費　　8,000千円（県：7,500千円　市：500千円）

社会教育
課

事業の概要
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款 災害復旧費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

58 継 88,296

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 36,741
市債 11,800
その他 2
一般財源 39,753

59 継 17,353

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 11,290
市債 500
その他 1,626
一般財源 3,937

60 継 2,000

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 2,000

過年発生林業施
設災害復旧事業

　平成25年8月23日からの豪雨により被災した林道施設を災害
復旧事業により復旧する。
　平成27年度の林道は、補助災害復旧事業をH25年度で10割実
施しており、補助災はないが単独災害を実施する。

　○平成27年度実施事業
　　　単独災害復旧事業　　1式　2,000千円

土木建設
課・災害
復旧室

事業の概要

過年発生農業用
施設災害復旧事
業

　平成25年8月23日からの豪雨により被災した農業用施設を災
害復旧事業により復旧する。
　平成27年度の農業用施設は、H25災補助災害復旧事業（H25～
H27）の最終年度であり、残りの約9％を実施する計画とする。
　また、併せて単独災害・起債単独災害復旧事業を実施する。

　○平成27年度実施事業
　　　補助災害復旧事業　　　 1式　38,118千円
　　　単独災害復旧事業　　　 1式　33,678千円
　　　起債単独災害復旧事業 　1式　16,500千円
　　　　　合　　計　　　　　　　  88,296千円

土木建設
課・災害
復旧室

過年発生農地災
害復旧事業

　平成25年8月23日からの豪雨により被災した農地を災害復旧
事業により復旧する。
　平成27年度の農地は、H25災補助災害復旧事業（H25～H27）
の最終年度であり、残りの約6％を実施する計画とする。
　また、併せて単独災害復旧事業を実施する。

　○平成27年度実施事業
　　　補助災害復旧事業　　1式　14,353千円
　　　単独災害復旧事業　　1式　 3,000千円
　　　　　合　　計　　　　　　 17,353千円

土木建設
課・災害
復旧室
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款 災害復旧費 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

61 継 766,392

○財源内訳

国庫支出金 528,000
県支出金

市債 117,800
その他 8
一般財源 120,584

過年発生公共土
木施設災害復旧
事業

　平成25年8月23日からの豪雨により被災した河川及び道路を
災害復旧事業により復旧する。
　平成27年度の公共土木施設は、補助災害復旧事業の全体
（H25～H27）の約25％を実施する計画とする。
　また、併せて単独災害・起債単独災害復旧事業を実施する。

　○平成27年度実施事業
　　　補助災害復旧事業　　　1式　622,249千円
　　　単独災害復旧事業　　　1式　111,143千円
　　　起債単独災害復旧事業　1式　 33,000千円
　　　　　合　　計　　　　 　　　766,392千円

土木建設
課・災害
復旧室

事業の概要
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平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

62 継 (平成25年災)
災害対策費

100,049 人事課・
総務課

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 41,678
総務課

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 1,995

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 1,375

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 2,000

※その他の過年度災害関連事業

③【民生費・社会福祉総務費　1,375千円】
　平成25年8月の豪雨災害により住居が、全壊・大規模半壊・
半壊解体（半壊住居をやむを得ず解体）となった被災者に以下
の「被災者生活再建支援金」を給付する。
　○支援内容　基礎支援金（1世帯当たり）
　　　　　　　　　全壊・半壊解体1,000千円、大規模半壊500千円
　　　　　　　加算支援金（1世帯当たり）
　　　　　　　　　住居の再建状況により加算給付を行う
　　　　　　　　　建築・購入2,000千円、補修1,000千円など
　○平成27年度給付見込み額　　1,375千円
　　　　　　　加算支援金～2世帯

社会福祉
課

④【農林水産業費・農業振興費　2,000千円】
　災害復旧の促進及び農家等の負担軽減を図るため、平成25
年８月23日からの大雨により被災した農地及び農業用施設で更
なる被害拡大防止や作付け等のために復旧対策を行う者に対
し、補助金を交付する。
　○農地及び農業施設災害復旧対策補助金　　　2,000千円
　　　備品及び資材購入費並びに機械借上料：対象経費2/3
　　　工事請負費　　　　　　　　　　　　：対象経費1/2
　　　　　　　　　　　　　（補助額10万円限度/１戸）

農林水産
課

事業の概要

①【総務費・一般管理費　41,678千円】
　平成25年8月23日からの大雨災害復旧のため、島根県から地
方自治法第252条の17の規定による派遣受け入れ及び島根県土
地改良事業団体連合会（以下「県土連」という。）に対する業
務委託に係る経費並びに災害復旧室の借上料を支出する。

　自治法派遣2人　　　　　　24,643千円
　　職員手当（通勤・時間外・単身赴任・災害派遣）、
　　旅費（赴任・帰任）、利用料（宿舎）、
　　負担金（給料、期末勤勉・扶養・住居、共済費）
　県土連１人分　　　　　　16,771千円
　災害復旧室借上料　　　　　 264千円

②【総務費・情報システム費　1,995千円】
　平成25年8月発生豪雨災害により被災したＣＡＴＶ設備
（鹿賀）の修繕料。
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平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

(62) (継)

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 1,439
市債

その他

一般財源 1,911

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 51

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他

一般財源 49,600

⑦【土木費・道路橋梁総務費　49,600千円】
　平成25年8月23日からの豪雨により被災した法定外公共物
（赤線・青線）を復旧する。
　○平成27年度実施事業
　　　修繕料・復旧工事費　　1式　　49,600千円

土木建設
課・災害
復旧室

(平成25年災)
災害対策費
（つづき）

⑤【農林水産業費・林業総務費　3,350千円】
　平成25年8月豪雨により3路線で路肩決壊3か所崩土7か所路面洗掘5
か所の被災があった。これを復旧することで森林作業を円滑に行うこ
とができる。
●県補助分（災害被害森林復旧対策事業 補助率1/2）2,879千円
　○作業道入野押手線（桜江町谷住郷）　　2,300千円
 　　路肩決壊L=13.0m ブロック積A＝43.6㎡
　○作業道姉金線（有福温泉町本明）　　　　579千円
 　　路肩決壊2か所L＝80.0m 土工V＝240㎥
●市単独分　　　　　　　　　　　　　　　　　　471千円
　○作業道江尾線（桜江町江尾）　　　　　　186千円
　 　L＝255.0m 崩土2か所V＝11㎥ 不陸整正2か所A＝600㎡
　○作業道姉金線（有福温泉町本明）　　　　285千円
　 　L＝251.0m 崩土5か所V＝41㎥ 不陸整正3か所L＝630㎡

農林水産
課

※その他の過年度災害関連事業

事業の概要

⑥【商工費・商工総務費　51千円】
　８月23日からの大雨による災害及びこれに起因する災害によ
り被災した事業者の経済的負担を軽減し、早期の復旧を支援す
るため、市内で事業を営む中小企業者等が災害復旧のために資
金を金融機関から借り入れた場合に、予算の範囲内で利子補給
金（信用保証料補助金を含む。）を交付する。
　○対象資金
　　　島根県中小企業制度融資による資金
　　　株式会社日本政策金融公庫による資金
　　　　※平成26年３月31日までの借り入れに限る
　○対象件数　４件（うち１件はH25年度で終了）
　○対象経費　融資実行から３年間の信用保証料及び利子
　○補助率等　対象経費の２分の１（上限20万円）

商工観光
課
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平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

63 新 (平成26年災)
災害対策費

7,575

○財源内訳

国庫支出金

県支出金 3,787
市債

その他

一般財源 3,788

【農林水産業費・農業振興費　7,575】
　平成26年12月４日からの大雪により被災した農業生産施設
（ハウス等）の復旧を行う者に対し、対象となる経費の2/3を
補助する。（下限事業費40万円）

　○対象者：島根県農業復旧対策事業費補助金交付要綱に
　　　　　　基づく被災施設復旧を行う者
　○事業費：農業復旧対策事業費補助金　7,575千円
　　　　　　（内県1/2）

農林水産
課

※その他の過年度災害関連事業

事業の概要
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国民健康保険事業特別会計 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

64 継 3,503,909

○財源内訳

国庫支出金 433,947
県支出金 19,671
市債

その他 890,405
一般財源 2,159,886

後期高齢者医療事業特別会計

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

65 継 745,806

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他 717,522
一般財源 28,284

事業の概要

事業の概要

保険年金
課

保険年金
課

国民健康保険
事業

　国民健康保険事業は、国民皆保険の最後の砦として、誰もが
安心して医療を受けることができるよう地域住民の健康の保
持、増進に努めているが、近年医療費の増等により財政運営は
極めて厳しい状況となっている。
　
　○加入者数等（H27年1月末現在）
　　・世　帯　数　　3,603世帯
　　・被保険者数　　5,478人
　○保険給付費
　　・療養諸費　　　　1,941,276千円（1人当354,377円）
　　・高額療養費　　　　273,189千円（1人当 49,870円）
　　・葬祭諸費　　　　　　1,500千円（1件　 30,000円）
　　・出産育児諸費　　　　5,040千円（1件  420,000円）
　○保健事業
　　・特定健康診査等事業費　16,823千円
　　　　健康診査　受診予定者　 2,200人
　　　　保健指導　動機付支援　    70人
　　　　　　　　　積極的支援　    22人
　　・人間ドック助成事業
　　　　１日外来ドック　180人（自己負担額　8,000円）
　　　　脳ドック　　　　230人（自己負担額　9,000円）

後期高齢者医療
事業

　平成20年4月から従来の老人保健医療事業に替わり、75歳以
上の人が加入する後期高齢者医療事業が開始された。
　この制度の運営主体は、すべての市町村が加入する島根県後
期高齢者医療広域連合であり、広域連合が保険証発行・保険料
賦課・医療給付等を行い、市は保険料徴収・申請届出等の業務
を行う。

　○後期高齢者被保険者数（平成26年12月末現在）5,094人
　○事業費　　一般管理費　　　 　24,489千円
　　　　　　　徴収費　　　　　　　2,993千円
　　　　　　　広域連合納付金　　717,523千円
　　　　　　　その他　　　　　　　　801千円
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公共下水道事業特別会計 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

66 継 898,268

○財源内訳

国庫支出金 227,000
県支出金

市債 278,400
その他 123,489
一般財源 269,379

事業の概要

公共下水道事業 　本事業は、島根県全県域下水道化構想に基づき、江津市が行
う公共下水道事業である。
事業を実施することにより、水資源と水環境を生活雑排水の汚
染から守り、公共用水域の水質改善と住民の快適な暮らしの実
現を図る。

　○総務管理費　　　　　　　　　【78,943千円】
　　職員人件費（７名）　　　　　　　48,470千円
　　一般管理費（賦課徴収・ｼｽﾃﾑ費、固定資産調査業務委託費、

　　　　　　　　　工事資金貸付金等）　　　 30,473千円

　○施設管理費　　　　　　　　　【58,509千円】
　　波子浄化センター　　　　　　　　　24,238千円
　　　・施設修繕費　　　　　　　　　　　 9,550千円
　　　・施設維持管理等業務委託料　　　　10,009千円
　　　・汚泥処理業務委託料　　　　　　　 2,020千円
　　　・光熱水費　　　　　　　　　　　　 2,287千円
　　　・その他（火災保険料、通信費他）　　　 372千円
　　江津西浄化センター　　　　　　　　34,271千円
　　　・施設修繕費　　　　　　　　　　　 2,910千円
　　　・施設維持管理等業務委託料　  　　23,232千円
　　　・光熱水費　　　　　　　　　  　　 7,614千円
　　　・その他（火災保険料、通信費他）    　  515千円

　○下水道建設費（江津西処理区）【532,000千円】
　　（事業費内訳）
　　・汚泥共同処理施設設計業務（下水道事業団委託）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 34,000千円
　　・管渠詳細設計、水道管移転補償費　　 50,000千円
　　・管渠布設工事（嘉久志地区他管渠布設工事、
　　　　　　　　　　　江津西汚水幹線工事(都野津町）等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　433,000千円
　　・事務費（事業支弁人件費　10,678千円含む）
　　　　　　   　 　　　　　　　　　 　　15,000千円
　　※H27～29年度継続費設定　汚泥共同処理施設整備事業

　○基金積立金　　　　　　　　　 【11,607千円】
　
　○公債費　　　　　　　　　　　【216,209千円】
　　長期債元金　　　　　　　　　　　  144,846千円
　　長期債利子　　　　　　　 　　　 　 71,263千円
　　一時借入金利子　　　　　　　 　 　　  100千円

　○予備費　　　　　　　　　　　　【1,000千円】

下水道課
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簡易水道事業特別会計 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

67 継 183,994

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他 183,994
一般財源 0

事業の概要

簡易水道事業 桜江地区の簡易水道事業は維持管理を中心とした業務である。

　○水道総務費　　　　　　【24,368千円】
　　　人件費等　　　　　　　　　　　　 14,638千円
　　　事務費等　　　　　　　　　　　　　9,730千円

　○水道管理費　　　　　　【40,611千円】
　　　施設電気代　　　　　　　　　　　　6,707千円
　　　修繕料　　　　　　　　　　　　　　7,361千円
　　　維持管理業務等委託料　　　　　　 13,823千円
　　　その他　　　　　　　　　　　　　 12,720千円

　○水道施設改良事業費　　 【2,771千円】
　　　市道志谷線配水管支障移転工事

　○簡易水道事業基金積立金　　【13千円】

　○公債費　　　　　　　 【116,131千円】
　　　元金　　　　　　　　　　　　　　 90,907千円
　　　利子　　　　　　　　　　　　　　 25,124千円
　　　一時借入金利子　　　　　　　　　　　100千円

　○予備費　　　　　　　　　 【100千円】
 
 

水道課
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農業集落排水事業特別会計 平成27年度　当初予算主要事業の概要

番号
新規
継続
の別

事業名
予算額

（千円）
所管課

68 継 255,336

○財源内訳

国庫支出金

県支出金

市債

その他 87,335
一般財源 168,001

事業の概要

農業集落排水事
業

　桜江地域の生活環境の改善、公共用水域の水質保全を目的と
して集合処理区域に整備された農業集落排水施設及び集合処理
区域外の個別排水処理施設（個別合併浄化槽）の維持管理を行
い、公共用水域の水質汚濁を防止するとともに住民の快適な生
活確保を図る。

　○総務管理費　　　　　　　【21,145千円】
　　　職員人件費（１名）　　　　　　　　　8,465千円
　　　一般管理費（賦課徴収･ｼｽﾃﾑ費､固定資産調査業務委託費、
　　　　　　　　　　消費税等)　　　　　　　 12,680千円

　○施設管理費　　　　　　　【79,982千円】

　　農業集落排水施設（桜江中央・川越）68,730千円
　　　・施設修繕料　　　　　　　　　　　25,749千円
　　　・施設維持管理等業務委託料　　　　24,569千円
　　　・光熱水費、燃料費　　　　　　　　14,074千円
　　　・その他（消耗品費、通信費、火災保険料他）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,338千円
　
　　小規模排水処理施設　　 　　　　　　854千円
　　　・浄化槽管理業務委託料　　　　　　　 659千円
　　　・光熱水費　　　　　　　　　　　　　 188千円
　　　・その他（11条検査料）　　　　　　　　 7千円

　　個別排水処理施設　　　　　　  　10,398千円
　　　・修繕料　　　　　　　　　　　　　　 727千円
　　　・浄化槽管理業務委託料　　　　　　 8,998千円
　　　・光熱水費、燃料費 　　　　　　　　　 80千円
　　　・その他（11条検査料）　　　　   　 　593千円
　

　○基金積立金　　　　　　　【16,405千円】

　○公債費　　　　　　　　 【136,804千円】
　　　長期債元金　　　　　　　　　　　 106,780千円
　　　長期債利子　　　　　　　　　 　　 29,924千円
　　　一時借入金利子　　　　　　　　 　  　100千円
　
　○予備費　　　　　　　　　 【1,000千円】

下水道課
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